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１．財務諸表について  
 

（１）貸借対照表について  

貸借対照表は、期末における資金の調達方法を示

す「負債の部」及び「純資産の部」とその資金の運

用形態を示す「資産の部」を対比させ、財政状況を

明らかにしようとするものです。 
 

貸借対照表の構成は、右に示すとおりとなってい

ます。 

平成２４年度末における教員研修センターの総資

産は、５,１７５百万円であり、その９割以上を土地、

建物、機械・備品等の固定資産が占めています。 

前期と比較しますと（次ページの「比較貸借対照

表（対前年度比較）」参照）、固定資産は、４０百万

円の減額となっています。この大きな要因は年度計

画に基づくつくば本部の用地購入による増と減価償

却による減の差額等です。 
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一方、負債の部については、固定負債として計上

した「資産見返負債」は、独立行政法人会計基準独

特の科目で、運営費交付金等により資産を購入した

場合、購入金額に相当する額を「資産見返負債」と

して計上することとされているものです。したがい

まして、この負債は、金銭債務を伴うものではあり

ません。 
 

純資産の部については、資本剰余金は「施設整備

費補助金」により整備した土地、建物の対価に相当

する額を計上することとされ、当期においては、本

部用地の購入等により増額計上しています。 

また、利益剰余金については、平成２４年度は０．

０３百万円であり、積立金の０．２百万円を合わせ

て０．２３百万円を計上しています。 
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（２）損益計算書について 

損益計算書は、一会計期間のすべての費用とこ

れに対応する収益及び当期の利益を示し、法人の

運営状況を明らかにしようとするものです。 
 

損益計算書の構成は、右に示すとおりとなって

います。 

前期と比較しますと（次ページの「比較損益計

算書（対前年度比較）」参照）、経常費用について

は、８４百万円の減額となっています。これは、

減価償却費の減、複写機の賃貸借･保守契約、定

期刊行物等の購入の見直し等による減及び平成

２３年度に雑損（建物等改修工事に伴う撤去処分

費）が含まれていたが、平成２４年度はなかった

ことが主な要因です。 
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一方、経常収益については、８５百万円の減額と

なっています。これは平成２４年度の節約係数等に

より運営費交付金が平成２３年度に対し減額された

ことが主な要因となっています。 

 

自己収入（施設運営収入等）は、宿泊料収入を中

心とする収入です。                 

資産見返負債戻入は、前述の「資産見返負債」と

同様に、独立行政法人会計基準独特の科目で、運営

費交付金等により購入した資産の減価償却費に相当

する額を「資産見返負債戻入」として、収益に計上

することとされているものです。 

 

また、臨時損失及び臨時利益については、固定資

産除却の０．9 百万円が計上されています。 

当期総利益として、平成２４年度における経常収

益１,１２７百万円と経常費用１,１２６百万円及び

臨時利益と臨時損失の差額０．０３百万円（貸借対

照表では「当期末処分利益」として表示）を計上し

ています。 
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（３）その他の書類について 

○キャッシュ・フロー計算書 

    一会計期間における現金の流れを、業務活動に起因するものと、投資活動に起因するもの、及

び財務活動に起因するものに分けて示したものです。 

        

○行政サービス実施コスト計算書 

法人の業務運営に関して、国民の負担となるすべてのコストを示すものです。 

前期と比較しますと平成２４年度は、６６百万円の減額となっています。 
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２．決算報告書について   
 

決算報告書は、予算額と決算額を示したもので

す。 

 

平成２４年度の支出決算額については、９５百

万円の減となっています。これは、複写機の賃貸

借･保守契約の見直し等による減及び研修事業の

見直し等による減が主な要因です。 

 

一方、収入については、国家公務員の給与改定

臨時特例法に準じた給与削減相当額を政府補正

予算にて運営費交付金が３３百万円減額された

ことにより２１百万円の減収となっています。 
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３．監事監査等について  
 

平成２４年度財務諸表、決算報告書につきましては、監査法人による監査を経て、監事による決算

に関する監査を受けております。ともに、適切に処理されており、是正又は改善を要する事項はない

旨の報告を受けています。 


